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（農業生産基盤の整備・保全の推進） 

○ 農地の大区画化や排水対策、畑地かんがいなどの農業農村整備を、農業者が

積極的に取り組めるよう配慮しながら、計画的かつ効果的に推進します。 

○ 起伏修正や暗渠排水などの草地整備、公共牧場やTMRセンターなどの施設整

備を計画的に推進します。 

○ 中山間地域において、農地や農業水利施設の整備による生産条件の改善を進

めるとともに、スマート農業技術の導入に向け、地形条件など実態に即したき

め細かな農業生産基盤の整備を推進します。 

○ ICTによる工事の効率化・省力化を図るとともに、資材の有効活用などによる

コスト低減や、農地の状況や営農形態などに応じた弾力的な整備を推進します。 

○ 「北海道インフラ長寿命化計画」（令和７年３月策定）に基づき、農業水利施

設の長寿命化に向けた戦略的な保全管理を推進します。 

○ 農業水利施設の耐震化などの農村地域の防災力を強化する総合的な防災・減

災対策を推進するとともに、大規模な自然災害に対応した早期の復旧を行うた

めの体制整備を進めます。 

   
Ｋ Ｐ Ｉ 現状値 

農用地区域内の農地面積 112万ha 112.3万ha (R5年) 

担い手への農地の利用集積率 94％ 91.8％ (R5年度) 

大区画化（１ha以上）した水田の整備率 32％ 22.0％ (R5年度) 

畑地・草地における暗渠排水の整備率 68％ 64.6％ (R5年度) 

イ 多様な担い手の育成・確保 

（担い手の経営体質の強化） 

○ 規模の大小や経営形態にかかわらず、意欲の高い担い手が主体性と創意工夫

を発揮した経営が展開できるよう、農地の集積・集約化や新技術の導入、機械・

施設の整備など生産基盤の強化を図ります。 

○ 農業経営の安定に向けて、農業保険制度などのセーフティネット対策や品目

別の経営安定対策を推進します。 

○ 農業者の経営改善や円滑な経営継承に向けて、農業制度資金の効果的な活用

や借入金の償還負担の軽減を推進します。 

○ 経営管理の高度化や安定的な雇用の確保などにつながる農業経営の法人化

や、経営安定・発展に向けた経営の多角化を推進します。 
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（新規就農者の育成・確保） 

○ 学生と農業者との交流や若者の視点に立ったＵターン就農対策など、新規就

農への関心を高める取組を推進します。 

○ 北海道農業担い手育成センターによる就農に向けた情報提供や相談活動な

どを推進します。 

○ 農業大学校において、道内の農業教育機関と連携しながら、農業者に求めら

れる技術力と経営力の習得に向けた実践教育を推進します。 

○ 営農に必要な資金の確保や技術の習得のほか、指導農業士や農業士、関係機

関など地域が一体となって新規就農者をサポートする取組を推進するととも

に、効果的な取組事例の横展開を図ります。 

○ 親子間や第三者への円滑な経営継承に向けた取組を推進します。 

（経営感覚を備えた農業経営者の育成） 

○ 農業大学校などによる若手農業者の技術力や経営力の向上を図る研修教育

や、農業改良普及センターによる技術・経営指導などを推進します。 

○ 人・農地の受け皿となることが期待される農業法人の経営発展に必要な人材

の確保と、経営者となる人材の育成を推進します。 

○ 国際化の進展に併せて幅広い視野を有する青年農業者などの育成を推進し

ます。 

（営農支援組織の育成・強化） 

○ 地域で経営体を支えるコントラクターなど、営農支援組織におけるスマート

農業技術の導入による作業の効率化やオペレーターなどの人材の確保に向け

た取組を推進します。 

○ 酪農ヘルパーの安定的な確保に向けた雇用環境の整備や処遇改善、酪農ヘル

パー組織の広域連携などの取組を推進します。 

   
Ｋ Ｐ Ｉ 現状値 

農業法人及び49歳以下の担い手数 11,000経営体 11,758経営体 (R5年) 

営農支援組織数 500組織 495組織 (R5年度) 
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ウ 地域課題に対応した品種・技術の開発と普及 

（試験研究機関などによる技術開発と普及活動の推進） 

○ 道総研などと連携し、人口減少や気候変動に適応しつつ、農産物の生産性や

品質の向上、環境との調和、地域の特色を生かした農業・農村の振興につなが

る新たな品種や技術の開発と迅速な普及を推進します。 

○ 「協同農業普及事業の実施に関する方針」（令和８年３月策定）に基づき、研

究、普及及び行政が連携して、地域農業が抱える課題の共有と解決に向けた取

組を推進します。 

○ 生産環境や社会情勢の急速な変化を的確に捉え、農業者などの高度化・多様

化するニーズに対応した普及活動を通じて、地域農業を総合的に支援します。 

（スマート農業の推進） 

○ スマート農業技術活用促進法や「北海道スマート農業推進方針」（令和８年３

月改訂）に基づき、誰もがスマート農業技術を活用できる環境の整備を推進し

ます。 

○ 営農形態に応じたスマート農業技術の効果を最大限発揮させるための農業

生産基盤や、農業・農村インフラの管理の省力化・高度化を図るための情報通

信環境の整備を推進します。 

 
Ｋ Ｐ Ｉ 現状値 

協同農業普及事業の重点プロジェクト課題で 

設定した目標事項の達成率 
80％ 72％（R5年度） 

データを活用した農業を行っている経営体の割合 50％ 28％ (R5年) 

 

農業生産基盤の整備とスマート農業技術の活用の効果について 

 農業生産基盤の整備では、農作物の収量や品質、農作業効率を向上させる区画整理や暗

渠排水、農業水利施設、農道など、農業の生産を支えるための整備を進めており「経済効

果調査報告書」（令和５年（2023年）12月）によると、例えば米の生産では、農地の大区

画化により耕耘、代かき、田植え、収穫などの作業時間が短縮され、10a当たり0.3時間、

金額に換算すると10a当たり540円のコスト低減効果（令和５年（2023年）の米の生産費

10a当たり115,711円の0.5％に相当）が見込まれます。 

 また、スマート農業技術を導入することで、超省力生産や多収・高品質生産の実現など

が期待されており、「北海道農業生産技術体系【第６版】」（令和６年（2024年）３月）に

よると、米生産では代かき、田植えの作業時間が短縮され、10a当たり0.85時間、金額に換

算すると10a当たり1,500円のコスト低減効果（同1.3％に相当）が見込まれます。 
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エ 需要に応じた農産物の安定的な生産・供給 

（需要に応じた生産・供給体制の強化） 

○ 基本技術の徹底やスマート農業技術の活用、優良品種や栽培技術の開発・普

及、農業生産基盤の整備、家畜改良などを基本に、水田政策の根本的な見直し

をはじめとした国の政策の方向性も踏まえながら、生産性や品質の向上、野菜

などの高収益作物の導入を図る取組を推進します。 

〔稲作〕 

・ 水稲作付けの維持・拡大に向けて、関係機関・団体と一体となって「生産の

目安」を設定し、主食用米をはじめ、加工用米や輸出用米、米粉用米、酒造好

適米など、需要に応じた安定的な生産・供給を推進します。 

・ 省力・低コスト技術の導入や、気候変動に適応し、病害に強い品種の開発・

普及を推進します。 

・ 企業や関係機関・団体と一体となった北海道米の需要喚起や酒蔵と生産者と

の連携強化による酒造好適米の安定供給、北海道米と道産日本酒のブランド

力の向上を図る取組を推進します。 

〔畑作〕 

・ 実需者ニーズに応じた生産を基本に、生産性や品質の向上、集出荷貯蔵施設

の整備など流通体制の強化を図ります。 

≪麦類≫ 

・ 適切な輪作体系を維持しながら、日本めん用やパン・中華めん用など各用

途に応じた品種の作付けを推進します。 

・ 水田をはじめ、ほ場条件に応じた安定栽培技術の普及や、加工適性に優れ、

気候変動に適応し、病害に強い多収品種の開発・普及を推進します。 

・ 安定的な流通体制の確保や、乾燥調製貯蔵施設などの整備や再編を推進し

ます。 

≪豆類≫ 

・ 適切な輪作体系の下、収穫作業の機械化・組織化による省力・低コスト生

産を推進します。 

・ 豆腐や製あん、煮豆などの加工適性に優れ、気候変動に適応し、病害に強

い多収品種の開発・普及を進めるとともに、高温にも適応する小豆やいんげ

んの安定栽培技術の普及を推進します。 

・ 輸入大豆との円滑な置替えに必要な安定的な供給体制の整備や販路拡大

に向けた取組を推進します。 

≪てん菜≫ 

・ 輪作体系の維持や地域産業に重要な基幹作物として、安定的な作付けを推

進します。 

・ 気候変動に適応し、病害に強い多収品種の導入や安定栽培技術の普及、省

力・低コスト生産体制の確立を推進します。 

・ 関係機関・団体と一体となり、砂糖の需要喚起の取組を推進します。 
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≪馬鈴しょ≫ 

・ 適切な輪作体系を維持しながら、生食や加工、でん粉原料用など各用途に

応じた品種の作付けを推進します。 

・ 気候変動に適応し、病害に強い多収品種の開発・普及や、種馬鈴しょの安

定供給、省力・低コスト生産体制の確立を推進します。 

≪その他の畑作物≫ 

・ 地域の特性を踏まえて栽培されるそばやなたね、薬用作物などの生産を推

進します。 

〔野菜〕 

・ 消費者や実需者のニーズに対応した多様な品目の生産や出荷の安定化に向

けた取組を推進します。 

・ 栽培ハウスの環境モニタリングデータや高度な環境制御を活用した生産性

の高い施設園芸の地域展開を推進します。 

〔果樹〕 

・ 高品質な果実や果実加工品の安定生産を図るとともに、醸造用ぶどうの生産

拡大に向けた生産技術指導などの取組を推進します。 

・ 果実や果実加工品の需要拡大、観光との連携や情報発信による道産果実のブ

ランド力の向上、６次産業化など高付加価値化の取組を推進します。 

〔花き〕 

・ 北海道花きの振興に関する条例（令和３年北海道条例第81号）に基づき、高

品質な花きの安定生産や流通体制の高度化を推進します。 

・ 「北海道花の日」（８月７日）を核とした道産花きの認知度の向上による需

要拡大、花き文化の振興を推進します。 

〔飼料作物〕 

・ 草地整備や草地改良など地域に応じた生産性向上や植生改善、コントラクタ

ーやTMRセンターの育成、耕畜連携、飼料用米の利用、放牧の普及などを推進

します。 

〔酪農〕 

・ 飼料生産基盤に立脚した安全・安心で良質な生乳の生産や、乳牛の遺伝的能

力の向上とその能力を最大限発揮する飼養管理の徹底、搾乳ロボットなどの

導入による省力化を推進します。 

・ 畜舎環境の改善や適切な飼養管理などの暑熱対策を推進します。 

・ 小規模チーズ工房によるナチュラルチーズの生産など地域の特色を生かし

た牛乳・乳製品のブランド力の向上を推進します。 

〔肉用牛〕 

・ 全国有数の和牛産地としての地位の確立に向けて、「北海道和牛」ブランド

の浸透を図り、本道独自の種雄牛や繁殖雌牛群の造成を推進します。 

・ 本道肉用牛の特色ある品種構成や恵まれた飼料生産基盤をフル活用し、霜降

りをはじめ適度な脂肪交雑や赤身肉など、多様なニーズに対応するための生

産拡大とブランド力の向上を推進します。 
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〔馬〕 

・ 優良な種牡馬や繁殖牝馬の導入促進をはじめ、良質な飼料の生産や放牧地の

環境改善とともに、生育ステージに合わせた飼養管理技術や育成調教技術の

普及・向上を推進します。 

〔中小家畜〕 

・ 豚や鶏などの安定的な生産に向けて、需要に応じた生産や飼養衛生管理基準

の遵守などを推進します。 

・ 飼料用米・ホエイなどの地域資源を活用した豚肉生産と道産豚肉のブランド

力の向上を推進します。 

・ 蜜源の調査や適正な蜂群の配置調整などを推進します。 

 

○ 北海道主要農作物等の種子の生産に関する条例（平成31年北海道条例第１号）

に基づき、気候変動に適応した病害に強い多収品種などへの円滑な転換や健全

で優良な種子の持続的な生産・供給体制の構築を図ります。 

○ 肥料や農薬などの農業生産資材の安定供給とともに、省エネルギー型の施設

や機械の導入による生産コストの低減などを図ります。 

○ 家畜伝染病の発生予防とまん延防止を継続的に推進するとともに、生産段階

での衛生管理対策を強化します。 

○ 気候変動に伴い新たに発生が懸念される病害虫を含め、精度の高い発生予察

情報を提供し、農業者の適時かつ経済的な病害虫の防除を推進します。 

○ 食品安全や環境保全、労働安全、人権保護、農場経営管理などの改善につな

がる生産段階におけるGAPの実践や、国際水準GAPの認証取得拡大を推進しま

す。 

○ 農作業安全の啓発や夏場の高温に備えた熱中症対策などの農作業事故の防

止に向けた安全指導を推進します。 

○ 農業生産基盤の強化に向けて、共同利用施設の整備や再編集約・合理化など

生産・流通体制の整備を推進します。 

○ 品質保持や低コスト輸送体制の構築など、野菜や花きの流通体制の高度化を

推進するとともに、地域や広域流通の条件に対応した集送乳体制の効率化、乳

業施設や食肉処理施設の合理化などを促進します。 

（国内外の販路拡大） 

○ 地域ごとに特色のある農産物や消費者ニーズに対応した高品質な食品づく

りを進めるとともに、様々な機会を活用した国内外への情報発信を推進します。 

○ 道産農産物・食品のブランド力の向上に向け、YES!clean表示制度や道産食品

独自認証制度、道産食品登録制度などの道独自の表示・認証制度、地理的表示

（GI）保護制度などの普及を推進します。 
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○ 「北海道食の輸出拡大戦略〈第Ⅲ期〉」（令和７年３月改訂）に基づき、品目

に応じた商流の形成や新たな市場開拓など、輸出促進に向けた取組を総合的に

推進します。 

○ 道産農産物の輸出に取り組む農業者などによる産地の育成や、輸出先国から

求められるHACCPなどに対応した生産・流通体制の整備を促進します。 

 
Ｋ Ｐ Ｉ 現状値 

主要品目ごとの生産量 別 表 （別 表） 

道産農産物などの輸出額 250億円 155億円 (R5年) 

 

 ２ 環境と調和のとれた持続可能な農業・農村の確立 

  (1) 現状と課題 

   ○ 持続可能な農業生産に向けて、農産物の安定生産と農業生産活動による環境へ

の負荷低減との両立を図ることが求められています。 

   ○ 家畜排せつ物など農業生産活動から生じる副産物や廃棄物を、資源やエネルギ

ーとして利活用していくことが期待されています。 

   ○ 持続的な生産活動を通じて発揮されている水源のかん養や自然環境の保全、美

しい景観の形成などの多面的機能の維持・増進を図っていくことが期待されてい

ます。 

(2) 施策の展開方向 

   （農業分野における環境負荷の低減） 

○ 農業者などが取り組む環境負荷低減事業活動の拡大に向けて、生産から流 

通・加工、消費段階における関係者の理解醸成を図る取組を推進します。 

○ 環境と経済の両立を目指すＪ-クレジットの創出に向けた取組を推進します。 

○ YES!clean農産物や特別栽培農産物、有機農産物などの環境に配慮して生産さ

れた農産物に関する情報を消費者により分かりやすく伝え、消費を促す取組を

推進します。 

   （環境保全型農業の推進） 

○ 「北海道クリーン農業推進計画（第８期）」（令和７年３月策定）に基づき、

クリーン農業に対する農業者や流通・販売事業者、消費者の理解の醸成や、ICT・

AIなど先端技術を活用したクリーン農業技術の開発と普及を推進します。 

○ 「北海道有機農業推進計画（第４期）」（令和４年３月策定）に基づき、有機

農業への参入や転換の促進、経営の安定化や販路の確保を図ります。 
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○ 適正な施肥と土づくりの普及を推進します。 

   （道内資源の利用の促進） 

○ 道内で生産・製造された資源を活用した肥料の利用拡大と、品質や安全性の

確保を図ります。 

○ 家畜排せつ物の適正な管理と資源としての利用を促進します。 

（多面的機能の発揮） 

○ 農地や水路など地域資源の適切な保全管理や質的向上を図るための地域の

共同活動や、施設の長寿命化のための活動、不利な生産条件にある中山間地域

などにおける農業生産活動を継続するための取組を推進します。 

○ 農村地域の景観や生態系など環境にも配慮した農業生産基盤の整備を推進

します。 

   
Ｋ Ｐ Ｉ 現状値 

YES!clean及び特別栽培農産物の作付面積 38,000ha 33,681ha (R5年) 

有機農業の取組面積 11,000ha 10,536ha (R5年) 

農業分野のＪ-クレジット認証量 100,000t- CO₂ 3,000t- CO₂ (R5年度) 

多面的機能が発揮される取組が行われている 

農用地面積 
87.5万ha 86万ha (R5年度) 

■ クリーン農業の概念図 
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３ 誰もが安心して住み続けられる農業・農村の確立 

  (1) 現状と課題 

○ 若者や女性、高齢者、外国人、障がい者など様々な人材が、地域の農業生産活

動や集落活動などに生きがいを持って活躍し、社会参画できる環境づくりが求め

られています。 

○ 農業以外の他産業とも連携しながら、６次産業化や農村ツーリズムなど地域資

源を活用した事業活動を促進し、定住や二地域居住、関係人口の増加につなげて

いくことが求められています。 

○ 地域コミュニティ機能や農村インフラなど、農村地域の生活の利便性の維持・

確保とともに、集中豪雨や地震などの自然災害が頻発・激甚化する中、災害に強

い農村づくりが求められています。 

○ エゾシカやヒグマ、アライグマなどの野生鳥獣の農地への侵入を防止し、農業

や農村の生活環境への被害を防ぐことが求められています。 

  (2) 施策の展開方向 

   ア 地域農業を支える多様な人材の活躍 

（農村における女性の活躍） 

○ 農業経営における女性参画の促進に向けて、家族経営協定の締結や認定農業

者制度の夫婦による共同申請、技術や経営など女性農業者の資質向上を図る取

組を推進します。 

○ 女性のネットワーク活動の強化や、男女を問わずに女性の活躍に向けた意識

啓発を行うなど、女性が能力を発揮できる環境づくりを推進します。 

○ 地域をリードする女性農業者が、あらゆる活動に参画することができる環境

づくりを推進します。 

（働きやすい環境づくりと多様な人材の受入れ） 

○ 誰もが働きやすい環境づくりや、地域の潜在的な人材、外国人など多様な人

材の受入れに向けた取組を推進します。 

○ 農業経営の発展とともに障がい者などの社会参画を実現する農福連携を推

進します。 

 

 

 

 

 


